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各 位 

会 社 名 株式会社アルファクス・フード・システム 

代 表者 名 代 表 取 締 役 社 長   田 村 隆 盛 

  （コード番号：3814 東証 ＪＡＳＤＡＱ） 
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電 話番 号 ０８３６－３９－５１５１ 
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株式会社アクトプロとの業務提携に関するお知らせ 

食材ロス／エネルギーコスト削減／総合経費コスト適正化で協力 
 

当社は、2021 年 3 月 25 日深夜開催の取締役会において、店舗、オフィス等のコスト適正化ビジネスにおいて

業界大手である株式会社アクトプロ（本社：東京都港区、代表取締役：新谷学、以下、「アクトプロ社」という。）

との間で双方の顧客に対して相互の商品サービスの紹介を行う事について業務提携を行うこと（以下、「本提携」

という。）を決議し、3月 25 日付でアクトプロ社との間で合意に達しましたので、お知らせいたします。 
  

記 

 

１．本提携の理由 
株式会社アルファクス･フード･システム（以下 当社という）は、創業以来、「食文化の発展に情報システム 

で貢献する」という経営理念のもと、「徹底した食材ロス削減／人件費最適化によるお客様の最大利益追求」  
を経営方針に、現在コロナ禍においても引き合いが多い、｢飲食店経営管理システム（R）｣拡張機能｢自動発注 
システム｣、セルフレジ｢セルフショット｣、自律型 配膳／除菌ＡＩロボット等、外食業界におけるロス追求／  
省力化のパイオニア企業として、製品・サービスを提供しております。 

最近では、配膳／下げ膳ＡＩロボットや除菌ＡＩロボット／除菌ゲートの開発提供を行う事で、コロナ禍 
における感染リスクの低減とロス削減を両立する仕組みの提供にも力を入れております。 

一方アクトプロ社は、コスト適正化ビジネスの業界大手として、店舗やオフィス、各種施設にかかる様々な 
固定費、変動費のコスト適正化ビジネスを展開しております。特に、多店舗展開を行う企業のお客様を多く有 
しており、抜本的なコスト適正化サービスを核に「退去ナビ」サイトを通じた出退店サポート、その他コール 
センター業務など、幅広いビジネスを展開しております。 

現在、飲食業界においては、人手不足の深刻化に加え、新型コロナをはじめとする人の密集を原因とするウ 
イルス感染リスクにより時短営業や休業を強いられており、売上を維持／伸ばすことが極めて困難な中でコ 
ストを徹底的に抑える為の様々な施策が求められております。また、ウイルス感染リスクについては飲食業 
界のみならず、人が密集する可能性のある様々な店舗やオフィス、各施設において、その対応が求められてお

ります。そのような環境下、当社が投入しました配膳／下げ膳ＡＩロボットや除菌ロボット／除菌ゲートは、

消費者のウイルス感染リスクを抑えるのみならず、飲食業界でフロントに立つ方々のウイルス感染リスクを

低減し、さらに飲食業界における人件費削減にも貢献いたします。ロボット業界においては、ここ数年でサー

ビスロボット市場が産業用ロボット市場を凌駕すると言われており、当社は飲食業界におけるサービスロ 
ボット導入の先駆者を目指しております。 
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一方アクトプロ社のコスト適正化ビジネスは、コロナ禍の影響により売上が低迷するあらゆる業界において、

益々求められており、特にコロナ禍にて他業界よりも大きな打撃を受けている飲食業界においては必須のサー

ビスとなります。 
 

２．本提携の内容 
このたびの提携により、当社では外食業界の更なるロス削減を目指し、一層の「経費最適化」を提供する 

ことを目的にしております。従前の「徹底した食材ロスの削減／人件費の最適化」に加え、当社のエネルギー

コスト削減事業とシナジーのある「経費の最適化」も併せて提供することにより、企業の全ての支出最適化を

実現することになり、さらなる顧客の経営効率の向上に繋がることが期待されます。 
当社はアクトプロ社が提供するコスト適正化ビジネスを当社顧客に紹介することで、相互の顧客に対して 

利益最大化の手段を提供してまいります。 
なお、本提携を皮切りに、当社とアクトプロ社との間で相互に提供可能なビジネスを拡大し、より緊密な 

提携関係の構築を目指して参ります。 
 

３．業務提携の相手先の概要（2021 年 3 月 25 日現在） 

（１） 名 称 株式会社アクトプロ 

（２） 所 在 地 東京都港区東新橋 1-1-19 ヤクルト本社ビル 9F 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 新谷 学 

（４） 事 業 内 容 
コスト適正化事業、出退店サポート事業、コスト適正化事業、コールセンター

事業、営業代行事業、SMART EXCHANGE 事業 

（５） 資 本 金 30,000 千円 

（６） 設 立 年 月 日 2002 年 5 月 

（７） 大株主及び持株比率 新谷 学 （500,000 株、100.0％） 

（８） 当 社 と の 関 係 

資 本 関 係 記載すべき資本関係はありません 

人 的 関 係 記載すべき資本関係はありません 

取 引 関 係 記載すべき資本関係はありません 

関連当事者への該当状況 

当社の関連当事者には該当しません。また、アクト

プロ社の関係者及び関係会社は当社の関連当事者

には該当しません。 

（９） アクトプロ社の最近３年間の連結経営成績及び財政状態（単位：円） 

決     算         期 2018 年 6 月 30 日 2019 年 6 月 30 日 2020 年 6 月 30 日 

 純 資 産 286,537,808 308,379,036 319,983,670 

 総 資 産 2,296,101,909 2,895,528,514 3,376,347,451 

 1 株 あ た り 純 資 産 573.08 616.76 639.97 

 売 上 高 2,168,917,315 2,106,596,341 2,277,469,765 

 営 業 利 益 281,113,170 24,752,414 ▲13,199,280 

 経 常 利 益 297,461,787 28,533,104 40,355,636 

 1 株 あたり 当期 純利 益 290.66 43.68 23.21 

 

４．日 程 

    業務提携契約締結日：2021 年 3 月 25 日 
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５．今後の見通し 

本件が当期の業績に与える影響につきましては、現段階においては軽微であると考えておりますが、将来に 

わたり当社業績向上に資する業務提携と考えております。今後、開示の必要が生じた際には、その内容を速や

かに開示いたします。 

 

以 上 

 

 


